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(百万円未満切捨て)

１．2021年３月期第３四半期の連結業績（2020年４月１日～2020年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年３月期第３四半期 152,376 △3.0 4,344 △60.5 3,628 △67.4 2,381 △72.5

2020年３月期第３四半期 157,124 △11.9 11,003 △28.9 11,126 △31.6 8,665 △26.8
(注)1.包括利益 2021年３月期第３四半期 1,984百万円(△75.3％) 2020年３月期第３四半期 8,036百万円(△33.2％)

2.第１四半期連結会計期間の期首より、退職給付債務の計算方法の変更について会計方針の変更を行っておりま
す。これに伴い、前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該変更
を遡及適用した後の指標等となっております。

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2021年３月期第３四半期 26.18 －

2020年３月期第３四半期 95.29 95.29
(注) 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2021年３月期第３四半期 209,234 135,035 64.5

2020年３月期 193,464 135,811 70.1
(参考) 自己資本 2021年３月期第３四半期 134,880百万円 2020年３月期 135,625百万円
　

　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年３月期 － 20.00 － 20.00 40.00

2021年３月期 － 10.00 －

2021年３月期(予想) 10.00 20.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2021年３月期の連結業績予想（2020年４月１日～2021年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 207,000 △0.5 7,000 △50.1 5,700 △59.9 3,900 △64.7 42.88
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ６「２．（３）四半期連結財務諸表及び主な注記(四半期連結財務諸表の作成に特有の会
計処理の適用)」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ６「２．（３）四半期連結財務諸表及び主な注記(会計方針の変更等、会計上の見積りの
変更)」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2021年３月期３Ｑ 92,302,608株 2020年３月期 92,302,608株

② 期末自己株式数 2021年３月期３Ｑ 1,345,571株 2020年３月期 1,345,249株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年３月期３Ｑ 90,957,215株 2020年３月期３Ｑ 90,936,857株

　　
※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）Ｐ２
「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
　なお、四半期決算補足説明資料につきましては、当社ホームページに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

第１四半期連結会計期間の期首より、退職給付債務の計算方法の変更について会計方針の変更を行っており、

遡及処理の内容を反映させた数値で前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度との比較・分析を行っており

ます。

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、期初において、新型コロナウイルス感染拡大防止を目的に各国が講

じた「都市封鎖」等により経済活動が停滞し、景気は大幅に減速しました。各国の規制が緩和され始めた第１四

半期後半には、経済活動が再開され、緩やかながら回復基調で推移しましたが、第３四半期後半には欧米、日本

において再び感染が拡大し、先行き不透明感が強まりました。

当社の関連するエレクトロニクス市場においても、期初において新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受

け、注力する主要市場の需要低迷や各国政府による操業規制などにより、当社の第１四半期連結業績は利益面に

おいて損失計上を余儀なくされました。その後、経済活動が再開された第１四半期後半以降、自動車市場、携帯

機器市場の需要が回復に転じ、期後半には産機市場においても一部回復傾向となりました。

このような状況のもと当社グループは、主力のコネクタ事業を中心に注力市場の回復需要を捉え、受注・売上

を確保するとともに、購入材料の引下げ及び諸費用の抑制、更には設備効率化による内製強化など経営全般にわ

たる効率化の推進により業績向上に努めました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、1,523億76百万円（前年同期比97％）となりましたが、利益

面においては、第１四半期の損失計上の影響により、営業利益43億44百万円（前年同期比39％）、経常利益36億

28百万円（前年同期比33％）、親会社株主に帰属する四半期純利益23億81百万円（前年同期比27％）となりまし

た。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、設備投資抑制により有形固定資産が減少しましたが、新型コロナウ

イルス感染拡大の事業リスクへの備えや自動車事業を中心とする将来の開発投資を目的とした借入金の実行によ

る現金及び預金の増加により、前連結会計年度末に比べ157億70百万円増加の2,092億34百万円となりました。

負債は、法人税等の中間納付による未払法人税等の減少がありましたが、上述の借入金の実行により、前連結

会計年度末に比べ165億46百万円増加の741億99百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により増加しましたが、株主配当金の支払いにより、前

連結会計年度末に比べ７億75百万円減少の1,350億35百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年３月期の連結業績予想（通期）につきましては、当第３四半期連結累計期間の業績を踏まえ、2020年７

月22日に公表いたしました予想値を下記のとおり修正いたします。

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属

する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想 (Ａ) 193,000 6,000 5,000 3,700 40.68

今回修正予想 (Ｂ) 207,000 7,000 5,700 3,900 42.88

増減額 (Ｂ－Ａ) 14,000 1,000 700 200

増減率 (％) 7.3 16.7 14.0 5.4

(ご参考) 前期連結実績
(2020年３月期)

208,106 14,023 14,226 11,053 121.54
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 44,294 65,160

受取手形及び売掛金 38,252 38,734

たな卸資産 20,335 19,731

その他 10,078 7,153

貸倒引当金 △85 △44

流動資産合計 112,875 130,735

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,010 24,678

機械装置及び運搬具（純額） 20,894 22,319

工具、器具及び備品（純額） 9,196 8,963

土地 6,573 6,549

建設仮勘定 7,263 4,358

有形固定資産合計 68,938 66,868

無形固定資産 2,632 2,353

投資その他の資産

繰延税金資産 4,493 4,952

その他 4,663 4,463

貸倒引当金 △138 △139

投資その他の資産合計 9,017 9,277

固定資産合計 80,589 78,499

資産合計 193,464 209,234
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 35,925 35,740

短期借入金 3,714 7,164

未払法人税等 2,341 934

取締役賞与引当金 85 15

その他 9,455 9,268

流動負債合計 51,522 53,122

固定負債

長期借入金 2,630 18,323

退職給付に係る負債 1,747 1,219

その他 1,754 1,534

固定負債合計 6,131 21,076

負債合計 57,653 74,199

純資産の部

株主資本

資本金 10,690 10,690

資本剰余金 14,558 14,558

利益剰余金 111,688 111,341

自己株式 △1,024 △1,025

株主資本合計 135,912 135,565

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 725 816

為替換算調整勘定 △477 △1,181

退職給付に係る調整累計額 △534 △319

その他の包括利益累計額合計 △287 △684

新株予約権 185 154

純資産合計 135,811 135,035

負債純資産合計 193,464 209,234
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 157,124 152,376

売上原価 129,124 132,915

売上総利益 27,999 19,461

販売費及び一般管理費 16,996 15,116

営業利益 11,003 4,344

営業外収益

受取利息 85 38

受取配当金 60 230

受取補償金 544 －

助成金収入 － 124

その他 103 224

営業外収益合計 793 617

営業外費用

支払利息 44 66

固定資産除却損 120 346

為替差損 442 849

その他 63 69

営業外費用合計 670 1,332

経常利益 11,126 3,628

特別利益

固定資産売却益 733 －

特別利益合計 733 －

税金等調整前四半期純利益 11,860 3,628

法人税、住民税及び事業税 3,431 1,191

法人税等調整額 △237 55

法人税等合計 3,194 1,247

四半期純利益 8,665 2,381

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,665 2,381

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純利益 8,665 2,381

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △92 91

為替換算調整勘定 △500 △704

退職給付に係る調整額 △36 214

その他の包括利益合計 △629 △397

四半期包括利益 8,036 1,984

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,036 1,984

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。

ただし、当該見積実効税率により計算した税金費用が著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率により計算する方法によっております。

（会計方針の変更等）

　（退職給付債務の計算方法の変更）

一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に簡便法を適用していましたが、第

１四半期連結会計期間より、原則法に変更しております。この変更は、かねてより当社グループの雇用環境の

安定に向けて、国内連結子会社の退職金制度についてグループ連合年金規約への統合を進めてまいりましたが、

当期中にすべての国内連結子会社の退職金制度を統合する方針となったため、これを機に、原則法を採用する

ことで退職給付債務計算の精度を高め、より適切に退職給付費用を期間損益計算に反映することができると判

断したために行ったものであります。

当該会計方針の変更は、遡及適用され、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については遡及適用

後の連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益はそれぞれ94百万円減少し、四半期純利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益が66百万円減

少しております。

また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は

600百万円減少しております。前連結会計年度末の繰延税金資産は304百万円及び退職給付に係る負債は564百万

円増加し、投資その他の資産の「その他」は429百万円及び利益剰余金が688百万円減少しております。

（会計上の見積りの変更）

　（退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

当社は、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、第

１四半期連結会計期間より費用処理年数を13年に変更しております。

この変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ179百万円減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

コネクタ

事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 139,866 6,161 10,556 539 157,124 － 157,124

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
13,534 △437 1,036 214 14,347 △3,344 11,003

(注) 1 セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本

社スタッフ費用等の一般管理費3,344百万円については調整額としております。

2 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス

事業を含んでおります。

　当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

コネクタ

事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 135,374 7,229 9,284 487 152,376 － 152,376

セグメント利益 (注)1 6,992 7 207 177 7,385 △3,041 4,344

(注) 1 セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本

社スタッフ費用等の一般管理費3,041百万円については調整額としております。

2 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス

事業を含んでおります。

　




